様式第１号
令和　　年　　月　　日　
　（宛先）前橋市長　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
地方就職学生支援金交付申請書
令和７年度前橋市地方就職学生支援金交付要項に基づき、下記のとおり申請します。
１　申請者

	フリガナ
	
	生年月日
	年齢

	氏名
	
	　　　年　　月　　日
	

	住所
	〒


	メールアドレス
	
	電話番号
	

	在学大学・学部
	

	申請金額
	交通費補助（Ａ）
	円
	

	
	移転費補助（Ｂ）
	円
	合計金額（Ａ＋Ｂ）
	円


２　就業先
	企業情報
	企業名
	

	
	所在地
	

	就職活動等
	場所
	
	日付
	　年　　月　　日

	内定日
	年　　月　　日


３　移動経路（往復）※交通費補助（Ａ）関係
	　日付
	交通機関の名称
	出発地
	到着地
	費用

	
	
	（バス停名・駅名・空港名など）
	

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	交通費企業負担額（該当がある場合）
	円
	


４　移住元・移住先情報
	移住元住所
（大学生・院生時の住所）
	

	移住先住所
	


５　移住にかかった費用　※移転費補助（Ｂ）関係
	　日付
	移住するために利用した方法
（引越業者、レンタカー等）
	費用

	
	
	

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円


６　各種確認事項（該当する欄に○を付けてください）
	別紙１「誓約書」に記載された内容について
	　
	Ａ．誓約する
	　
	Ｂ．誓約しない

	別紙２「個人情報同意書」に記載された内容について
	　
	Ａ．同意する
	　
	Ｂ．同意しない

	申請日から５年以上継続して、前橋市に居住する意思について
	　
	Ａ．意思がある
	　
	Ｂ．意思がない

	※各種確認事項のＢ．に○を付けた場合は、地方就職学生支援金の支給対象となりません。


様式第１号（別紙１）
誓　　約　　書
１　私は、令和７年度前橋市地方就職学生支援金に関する報告及び立入調査について、前橋市から求められた場合には、それに応じます。

２　以下の場合には、令和７年度前橋市地方就職学生支援金交付要項に基づき、前橋市地方就職学生支援金の全額又は半額を返還します。

(1) 全額の返還
ア　虚偽の内容を申請したことが判明した場合

イ　本申請日から１年以内に要件を満たす就業先への就業を行わなかった場合
ウ　申請日から１年以内に本市に転入しなかった場合（申請時に既に本市に住民
票がある場合を除く）
エ　就業日から１年以内に要件を満たす職を辞した場合(退職日から３カ月以内
に群馬県内の別企業に就職する場合を除く）
　　オ　交付申請日、本市への転入日又は要件を満たす企業等への就業開始日のいずれか遅い日から３年未満に転出した場合
(2) 半額の返還
交付申請日、本市への転入日又は要件を満たす企業等への就業開始日のいずれか遅い日から３年以上５年以内に転出した場合
３　市税の滞納はありません。

４　暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者ではありません。
５　日本人である、又は外国人であって、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者、特別永住者のいずれかの在留資格を有します。
様式第１号（別紙２）
個　人　情　報　同　意　書

私は、令和７年度前橋市地方就職学生支援金事業に関する個人情報の取扱いについて、以下の内容に同意します。
　
１　前橋市が事業の実施に際して得た個人情報について、個人情報の保護に関する法律等の規定に基づき適切に管理し、本事業の実施のために利用すること。

　
２　前橋市が、当該個人情報について、群馬県又は他の都道府県において実施する地方就職学生支援金事業の円滑な実施、国への実施状況の報告等のため、国、都道府県、他の市区町村に提供し、又は確認する場合があること。
３　市税の収納状況、事業所税納付額及び納付履歴等法人（個人）情報について、前橋市産業経済部産業政策課職員が閲覧、収取することに同意すること。
様式第２号
令和　　年　　月　　日　
　（宛先）前橋市長
所 在 地：
事業所名：
代表者名：
内定証明書
　次の者の採用を内定したことについて証明いたします。
　１　内定者情報
	フリガナ
	

	氏名
	

	生年月日
	年　　月　　日


　２　採用活動情報
	面接・試験日
	年　　月　　日

	実施場所
	会社住所と同じ　　・　　それ以外の場所

	
	（※それ以外の場所の場合は、住所を記載してください。）

	
	

	内定日
	年　　月　　日

	交通費支給額
	（※交通費を複数回支給している場合は、総額ではなく上記面接・試験日の１日分について記載してください。支給していない場合は、０を記載してください。）

	
	円


　３　就業条件等
	入社予定日
	年　　月　　日

	就業条件
	該当する場合は、チェックを付けてください。（※）

	
	　□　無期の雇用である。
　□　１週間の所定労働時間が20時間以上である。

	勤務地に関する
特記事項
	該当する場合は、チェックを付けてください（※）

	
	　□　転勤・出向・研修等による、市区町村間の住民票の異動が必要な勤務地の変更がない（勤務地限定型社員である、勤務地が１か所である、など）。


※地方就職支援金の受給要件となる項目のため、チェックがない場合は、対象外となります。
	・責任者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　


※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。


（以下は、申請者が記載してください。）
上記内定を承諾し、地方就職支援金を申請いたします。
申請者氏名：　　　　　　　　　　　　　　

様式第３号
交 付 決 定 通 知 書　兼　交 付 確 定 通 知 書
　前橋市指令（産）第　　号
　　住　所
　　　氏　名　　　　　　　　　　　様
令和７年度前橋市地方就職学生支援金の交付申請に対し、下記のとおり決定したので、通知します。
令和　　年　　月　　日
	                                 　　　前橋市長　小　川　　　晶　　
（公印省略）　　


記

１　交付決定額兼交付確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　交付条件
(1) 交付対象者は以下の場合には、地方就職学生支援金の全額又は半額を返還しなければなりません。
・虚偽の内容を申請したことが判明した場合：全額
・本申請日から１年以内に要件を満たす就業先への就業を行わなかった場合：全
　額
・申請日から１年以内に本市に転入しなかった場合（申請時に既に本市に住民票
がある場合を除く）：全額
・就業日から１年以内に要件を満たす職を辞した場合(退職日から３カ月以内
　に群馬県内の別企業に就職する場合を除く）：全額
・本市への転入日又は要件を満たす企業等への就業開始日のいずれか遅い日から３年未満に転出した場合：全額

・交付申請日、本市への転入日又は要件を満たす企業等への就業開始日のいずれか遅い日から３年以上５年以内に転出した場合：半額
(2) 交付対象者は、地方就職学生支援金に係る書類等を常備し、事業終了後５年間保存し、堤出を求められた場合は、これに応じなければなりません。
(3) 交付対象者は、この交付決定による交付条件のほか、前橋市補助金等交付規則（平成10年前橋市規則第34号）及び令和７年度前橋市地方就職学生支援金交付要項を遵守しなければなりません。
(4) 前橋市は令和７年度前橋市地方就職学生支援金交付要項の規定に基づき、前橋市地方就職学生支援金事業が適切に実施されたかどうか等を確認するため、必要な事項の報告を求め、及び関係する場所に立入調査を行います。報告及び立入調査に応じない場合、虚偽の内容を申請したものと推定し、 (1)に定める返還請求を行う場合があります。
様式第４号
不　交　付　決　定　通　知　書
　前橋市指令（産）第　　号
　　住　所
　　　氏　名　　　　　　　　　　　様
令和　　年　　月　　日付けで提出された令和７年度前橋市地方就職学生支援金の交付申請に対し、審査の結果、下記のとおり決定したので通知します。
令和　　年　　月　　日
	                                 　　　前橋市長　小　川　　　晶　　　
（公印省略）　　
	                               前橋市長　　　　　　　　　印　　　　　


記
１　審査結果
　不交付
２　不交付理由　
　
様式第５号
令和　　年　　月　　日　
（宛先）前橋市長
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　
地　方　就　職　学　生　支　援　金　交　付　請　求　書
　令和７年度前橋市地方就職学生支援金について、下記のとおり請求します。
記
１　交付請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　添付書類
地方就職学生支援金の振込先の預金通帳又はキャッシュカードの写し（確実に振り込み可能となる情報（金融機関名・支店名・口座種類・口座番号・店番号・名義人名）が確認できるものに限る。）
３　振込先金融機関名等
	口
座
名
	カナ
 漢字

	口座番号
	銀行・信用金庫　　　　　　　　 本　支店
　　　　　　　  信用組合・農協
                          　　　　１　普通№
                          　　　　２　当座№


	・発行責任者　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　


※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。
